
練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　地域の福祉力を支える担い手を応援する

町会・自治会の
加入促進の実施

実施 実施

・区、町会連合会、宅建協会、
不動産協会とで締結した加入
促進に関する協定の継続
・転入者への転入手続き時の
加入働きかけの継続
・町会・自治会が加入促進を
行う際のグッズ類の提供また
は貸出
・公設掲示板の空枠を利用し
た加入促進ポスター掲示
・集合住宅における加入促進
ハンドブック等を活用した加入
の呼びかけ
・公設掲示板に加入フォーム
につながるQRコードを記した
シールを貼付
・加入促進ポスター、チラシ、
リーフレットのデザイン刷新
・加入促進チラシ、リーフレット
を各区民事務所等へ配布
・練馬まつり、つながるフェス
タin練馬で町会・自治会ブース
を出展し、町会活動の周知、
啓発を実施

A

・加入率の減少、役員のなり手不
足、高齢化による後継者不足
・ポスターやチラシの掲示・配布を
中心とした従来の取組では、町会
活動に関心の低い層や未加入者に
情報が届きにくい
・特に若年層や転入者への働きか
けが十分とは言えない状況がある

・業務委託による加入促進動画、広
報物の作成
・SNSやホームページ等のデジタル
媒体の活動による若年層や転入者
を含む幅広い層への情報発信
・練馬まつり、つながるフェスタ等で
の加入促進の実施

地域振興課

町会・自治会の
デジタル活用支
援の実施

実施 実施

・町会・自治会に向けたデジタ
ル講習会の実施およびアドバ
イザー派遣による相談対応
・新たにデジタル活用に取り
組む町会・自治会に対し、町
会・自治会デジタル活用助成
金を交付

A

・高齢化による担い手不足や町会
員のデジタル化への抵抗感により
事業の活用に至らない町会が多
い。
・機器や通信環境の不足がデジタ
ル活用導入のハードルになってい
る。
・デジタル活用の取組が継続できな
い、講習会で得た知識が活用され
ないなど、支援後の定着に課題が
ある。

・引き続き「町会・自治会デジタル活
用事例集」を活用した先進事例の
紹介やデジタル初心者でも参加し
やすい講習会・意見交換会の実施
により、デジタル活用に対する意識
の醸成を図る。
・Ｒ７に開始した「デジタル活用促進
補助金」の活用を促進し、デジタル
活用導入時の負担を軽減する。
・新たにアドバイザー派遣の仕組み
を導入し、団体の状況に応じた伴走
支援を行うことで、安定的なデジタ
ル人材の確保を図る。

協働推進課

　　事業番号１　
⑴町会・自治会の活性
化、相談体制の強化

施策の柱１　区民との協働と地域の支え合いを推進する

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

参 考
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

町会・自治会活
動コンサルタント
派遣の実施

検討 実施
町会・自治会の課題解決のた
めにコンサルタントを派遣し、
伴走支援を実施

A

・課題の検討から事業実施まで、区
と事業者がきめ細かく伴走支援す
る事業のため、支援できる団体数
に限りがある。
・支援枠の拡充や持続的な支援体
制の強化が必要。

・Ｒ８から新たに１団体への支援を
開始する。
・支援団体の取組について、公の場
で成果報告会を行うとともに、成果
報告書を全町会・自治会に配付し、
コンサルタント派遣を通して得た課
題解決の手法を区内全域に拡げ
る。
・区職員が伴走支援に関わること
で、専門的知見を蓄積し、継続的な
支援体制の確保を図る。

協働推進課

区報・パネル展
などによる活動
周知

年１回 充実

・５月の活動強化週間に合わ
せ、アトリウムにおいてパネル
展を実施し、制度や活動内容
を周知
・パネル展に合わせ、一日民
生委員のイベントを開催
・年１回、制度や活動について
区報に掲載
・みどりバスにポスター掲示
・「つながるカレッジねりま（福
祉コース）」にて、民生・児童
委員についての講義を実施。
・「地域活動マッチングイベン
ト」にブースを出展

A ・制度や活動内容の更なる周知

・５月の活動強化週間に合わせ、ア
トリウムにおいてパネル展を実施
し、制度や活動内容を周知
・パネル展に合わせ、一日民生委
員のイベントを開催
・年１回、制度や活動について区報
に掲載
・みどりバスにポスター掲示
・「つながるカレッジねりま（福祉
コース）」にて、民生・児童委員につ
いての講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」に
ブースを出展

福祉部管理課

地域福祉コー
ディネーター・生
活支援コーディ
ネーターとの連
携

実施 実施

年10回の全20地区の民生児
童委員協議会に、地域福祉
コーディネーターと生活支援
コーディネーターが参加し情
報交換を実施。

A 更なる連携の強化

年10回の全20地区の民生児童委
員協議会に、地域福祉コーディネー
ターと生活支援コーディネーターが
参加し情報交換を実施。

福祉部管理課

地域団体の事業
基盤強化に向け
た講座などの開
催

年６回 年６回

全５回実施
・資金獲得関連講座
　１回　７人
・広報力アップ関連講座
　２回　37人
・NPO設立講座
　２回　30人

A
地域活動団体の基盤強化に結び付
けるため、受講者のニーズの高い
講座内容の検討が必要である。

従来実施している資金調達ならび
に広報力の向上に資する講座に加
え、NPO設立等の講座等を実施す
ることにより、地域活動団体の活動
の充実および強化を図る。

協働推進課

ねりま地域活動
ニュースの発行

年12回 年12回
毎月１回（年12回）
　2,500部発行

A 掲載団体の選定等が困難。
庁内関係部署等との連携を図り、
地域活動団体等に関する情報の集
約に努める。

協働推進課

　　事業番号２　
⑵民生・児童委員の活動
周知および関係機関との

連携

　　事業番号３　
⑶NPO法人・ボランティア
などへの活動支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

　取組項目２　区民との協働で気軽に立ち寄れる場をつくる

街かどケアカフェ
の増設

・常設型６か所
・サロン型37か所

充実

・常設型
２か所開設、１か所開設準備
（計８か所）
・地域サロン型
　３か所増の計画に対し、５か
所増・１か所減（計41か所）・
支援事業継続
・出張型街かどケアカフェ実施
（計27か所）
　リハビリ専門職による転倒
防止講座の実施　54回

A

・常設型
　より充実が図れるよう、多世代交
流等の各ケアカフェでの取組みや
利用者への対応など、受託事業者
間の情報交換を行う場が必要であ
る。小中学校、児童館との複合施
設内で開設されるため、各施設と連
携がとれるよう、適宜情報交換の場
を設ける必要がある。
・地域サロン型
　地域の団体が事業を継続できる
よう、活動状況の他、団体ごとの課
題を把握をする必要がある。
・出張型
　介護予防に関する事業のほか、
地域のニーズや時節に合わせた防
災・熱中症対策に関する講座など
の実施を取り入れていく。

・常設型
　街かどケアカフェ間では既に連絡
会を設け情報共有を図っているが、
定期的なものに限らず、適宜情報
交換の機会を設ける。
・地域サロン型
　定期的な連絡会において状況確
認する他、実績報告を参考に、団
体へ個別にヒアリングを行い、継続
に向けた支援を行う。
・出張型
　健康推進課や警察、消防と連携
し、実施する。

高齢者支援課

練馬こどもカフェ
の充実

10か所 充実

事業の空白地域に実施店舗
を拡大
・２か所開始
（計11か所※）
※R７．５に１か所閉店

A

大泉学園町や石神井台地域が事
業の空白地域となっている。
　一方で、店舗数の拡大に伴い、講
師を依頼する保育施設等が重複
し、講師の確保が困難な状況が生
じている。

大泉学園町や石神井台地域で事業
を開始し、空白地域を解消する（Ｒ
８．８から開始予定）。
　今後は、Ｒ７から開始した自主運
営型練馬こどもカフェ事業費補助金
により、自主運営型の充実を図ると
ともに、１店舗当たりの実施回数の
増や定員の拡大、講座内容の充実
等、区民ニーズを踏まえた事業展
開に取り組んでいく。

こども施策企画課

こどもだんらん食
堂支援事業の実
施

検討 実施 33団体 A

区内のこども食堂などが参加するこ
ども食堂連絡会において、運営ス
タッフの確保が困難との意見が寄
せられており、支援の充実が必要。

人件費として、運営スタッフ１人あた
り、１日1,500円までを助成対象とす
る。
※開催日以外に事務や買い出し等
を行ったスタッフの人件費は除く。

福祉部管理課

相談情報ひろば
運営団体への支
援

10団体 10団体

10団体を支援（うち１団体は現
在活動休止中）
・開設　延2,086日
・利用者　延23,220人

A
運営指針に基づく確実な事業の実
施。

・ひろばに対し運営指針に基づいた
運営をするよう働きかける。
・補助金の交付等により、運営団体
への支援を継続する。
・相談情報ひろば事業モニタリング
会議による視察および事業執行状
況の評価を実施する。

協働推進課

事業番号４
⑴気軽に立ち寄ることの
できる居場所の充実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

地域福祉コー
ディネーターによ
る社会資源の
コーディネートの
実施

実施 実施

【福祉部管理課】
・社会参加に向けた本人との
面談　延べ323件
・社会参加の受け入れ先への
働きかけ　延べ112件
・社会参加の実現　延べ107
件
【社会福祉協議会】
・ひきこもり状態にある方や在
住外国人等、社会とのつなが
りが希薄な方々に対し、アウト
リーチを含む相談支援、およ
びボランティア活動等への参
加支援を実施した。また、本
人や家族のニーズを聞き取
り、住民や地域活動団体等と
協働して、居場所づくりや社会
参加の機会を創設した。

A

【福祉部管理課】
個々の相談者の状況やニーズに応
じて、地域の活動団体等につなげ
るよう、ネットワークの拡充が必要。
【社会福祉協議会】
・個別ニーズに対応できる居場所等
の社会資源の不足。

【福祉部管理課】
・地域福祉コーディネーターによる
社会参加支援の実施継続
・地域の活動団体の行事等への参
加
【社会福祉協議会】
・社会福祉法人や地域活動団体等
と連携し、多様な居場所および社会
参加の機会を創出する。

福祉部管理課

あすはステー
ションの増設

１か所 ２か所 充実 A+

・R７年７月、東大泉敬老館跡地に
区内２か所目となるあすはステー
ション大泉を開設した。
・R６の居場所利用者66名、延619
名からR７は２拠点合わせて153名、
延944名と利用実績が増加してい
る。今後、利用者の継続参加促進
が課題である。

開設のタイミングに合わせ、あすは
ステーションの専用ホームページを
開設し、プログラム内容を随時更新
することで周知を図っている。引き
続き、利用者のニーズを把握する
ため、聞き取りやアンケート調査を
実施するとともに、その結果を新た
なプログラムに反映することで、利
用者の継続的な参加を促す。

生活福祉課

生活支援コー
ディネーターによ
る高齢者と地域
団体のコーディ
ネートの実施

27人体制
27地区

27人体制
27地区

27人体制
27地区

A

様々な取組みを行っていくため、各
地域の進捗状況や課題解決方法な
どの好事例について、各圏域にお
ける地域資源の発掘や開発、ニー
ズの把握、関係者間のネットワーク
構築を行う生活支援コーディネー
ター間で共有していくことが必要。

定期的に実施している連絡会で、
取り組みの進捗や地区ごとの課題
をコーディネーター間で共有し、課
題解決や阻害要因の解消方法を検
討していく。

高齢者支援課

　　事業番号５
⑵社会参加のきっかけづ
くり
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

　取組項目３　区民の地域課題を解決する力を引き出す

　　事業番号６　
つながるカレッジ
ねりまの開催

修了者460人（累
計）

修了者860人（累
計）

【令和７年度末までの修了者】
576人（累計）

【講座開催実績】
・福祉コース（30回）　延533人
・防災コース（８回）　延149人
・農の学校初級コース（24回）
　延337人
・ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｶﾞｰﾃﾞﾅｰｺｰｽ（12回）
　延259人
・ねりまの森維持管理コース
　（12回）　延151人
・全学習分野共通講座（４回）
　延315人
・共通講座をはじめ、一部の
コースでオンライン配信
・受講者・修了者の学びの継
続や地域での活動を支援

A

修了者が地域活動を継続していく
ため、地域活動の体験の場および
受講者同士の交流の場の提供が
継続的に必要である。

修了者が継続して活動できるよう町
会・自治会等地域活動団体と協力
したカリキュラムや受講者交流会を
引き続き行う。また、つながるフェス
タを案内し、地域活動への参加に
つなげる。

協働推進課

練馬つながる
フェスタの地域
開催

６か所実施 ６か所実施

・６か所で実施
　春日町図書館　108人
　関区民ホール　135人
　勤労福祉会館　240人
　光が丘IMA　505人
　石神井公園区民交流セン
ター
　188人
　ココネリホール他　1,448人
・地域活動パネル展の実施
　８か所
・地域活動団体紹介の動画作
成
・団体交流会の開催
・10周年記念企画の実施

A
・参加者の年齢層に偏りがある。
・団体同士の連携を促進する仕組
みづくりが必要。

・会場選定や開催時期の見直しを
行うとともに、引き続き、区報、区
ホームページ等各媒体での周知、
区立施設へのチラシ配布および実
行委員をはじめとする参加団体自
身による周知を実施する。また、子
育て支援アプリや区SNSの活用に
より、幅広い年齢・属性の区民への
周知を図る。
・引き続き、参加団体交流会を全会
場で実施するとともに、新たに「参
加団体紹介BOOK」を作成・配布し、
団体同士が知り合う機会を創出す
る。

協働推進課

つながる窓口に
おける相談支援
の実施

150件 180件 相談対応　324件 A+ 相談件数の更なる増加。
引き続き、課の事業やイベントを実
施する際につながる窓口での相談
事業を周知していく。

協働推進課

事業番号７
⑵地域における活動の
機会の提供

⑴活動につながる学び
の場の提供
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

ねりま協働ラボ
の展開

募集開始
支援団体数24団
体（累計）

支援団体数　６団体
・未来創造チャレンジ　１事業
　（１年目）
・コラボチャレンジ　５事業

A

・応募件数の伸び悩みを踏まえ地
域活動団体への周知の強化が必
要となる。
・各プロジェクトは、区との協働期間
中は活発な活動を行っているが、
協働期間終了後は、活動が停滞す
る可能性がある。このため、各団体
が支援終了後も主体的に活動（資
金調達含む）できる体制づくりが必
要となる。

・引き続き応募説明会を実施し、申
込支援を行うと共に、新規案内先の
検討を含め、地域活動団体へ更な
る周知を行う。
・応募説明会の内容に、支援終了
後を見据えた資金調達法を追加す
る。

協働推進課

やさしいまちづく
り支援事業の実
施

支援団体数278
件（累計）

支援団体数330
件

令和７年度末までの支援団体
数286件（累計）

令和７年度の支援団体数８件

B

助成を受けるまでの事務負担が大
きいことを理由に申請を取りやめた
団体が見受けられたことから、手続
の簡略化について検討が必要。

これまでプレゼンテーションを必須
として実施していた事業報告会につ
いて、書面開催による実施とする。

福祉部管理課

事業番号８ ⑶新たな取組への支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　一人ひとりの特性に応じた支援を推進する

　事業番号９
包括的な相談支
援の実施

実施 実施

・保健・福祉等に関する主な相
談窓口において、包括的な相
談支援を実施。必要に応じて適
切な支援機関と連携。

A
・相談件数の増加
・複合化する課題がある場合の関
係機関との連携

・他機関との連携のため、相談機関
一覧を作成
・包括的相談体制の継続実施

福祉部管理課

　事業番号10
連携推進担当に
よる調整・サ
ポートの実施

実施 実施

・相談件数　38件
・相談実件数（要支援世帯数）
33件
・調整困難ケース検討会議　13
回

A
・支援関係機関の相互理解の推進
・相談事例の課題の複合化・複雑
化

・支援機関が集まる連絡会等で事
業内容の周知
・支援関係機関が開催するケース
検討会議への参加や、支援関係機
関への個別ヒアリングによる相談
事例の収集

福祉部管理課

　事業番号11　
アウトリーチ型支
援の実施

実施 実施

【地域福祉コーディネーターに
よるアウトリーチ】
支援関係機関等へつないだ件
数　150件
個別訪問　123件

A

地域福祉コーディネーターによるア
ウトリーチにおいては、個々のニー
ズに応じた同行支援や社会資源へ
のつなぎ等、相談者が求める支援
への柔軟な対応が求められる。

地域福祉コーディネーターによるア
ウトリーチの実施継続

福祉部管理課

事業番号12
若者ケアラー・
コーディネーター
の配置

検討 実施

社会福祉協議会に18歳以上の
ヤングケアラーのサポートを行
う「若者ケアラー・コーディネー
ター」を配置

A

若者ケアラーを支援につなげること
ができるように、区内の高校、大学
等を訪問し、周知・啓発を行ってい
るが、子どもと家庭に関わる関係機
関への更なる周知が必要である。

・日本大学芸術学部と協力して広
報媒体を作成し、若者ケアラーの
周知・啓発を強化する。
・R７に、周知啓発を目的としてアウ
トリーチした教育・福祉関係機関を
対象に関係者向けの研修会をR８
に実施する。

子ども家庭支援セン
ター

所管課

⑴包括的な相談支援の
推進

⑵多機関協働による支
援の推進

施策の柱２　誰もが安心して生活できる環境を整える

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

⑷ヤングケアラーへの支
援の充実

⑶アウトリーチ型の支援
の充実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

児童相談所と子
ども家庭支援セ
ンターの合同研
修の実施

検討 実施

都立児童相談所と子ども家庭
支援センターが緊密に連携し、
迅速かつ一貫した児童相談対
応を行うため、職員の専門性を
高める都区合同研修を３回開
催した。

A

児童相談所と子ども家庭支援セン
ターの役割をすべての職員が相互
に理解し合った上で対応にあたる
必要がある。

都区合同研修のほか、研修の講師
を互いの職員が務めるなど、児童
相談所と子ども家庭支援センター
の役割について相互に理解を深め
られるような機会を引き続き創出し
ていく。

子ども家庭支援セン
ター

地域包括支援セ
ンターと総合福
祉事務所の連絡
会の開催

年48回 年48回
各基本地区で毎月１回開催
合計で48回の開催

A

７年度から、虐待対応の問題も含
めて、各地域包括支援センターに
おける日々の課題等をすくい上げ
るようにはしているが、センターの
全職員が出席しているわけではな
いため、周知・浸透が不確実。

基本地区連絡会の前に各センター
内で全職員の課題・意見等を聞く機
会を設ける等、各センターに要望

高齢者支援課

事業者向け高齢
者・障害者虐待
防止研修の実施

実施 充実

【福祉部管理課】
４回
介護事業者　計69人、
障害福祉サービス事業者　計
22人
【高齢者支援課】
各基本地区内のケアマネ
ジャー連絡会や事業所からの
個別の依頼に基づいて研修を
実施

B

【福祉部管理課】
研修を受講する時間や代替職員の
確保が困難等の理由から、特に障
害福祉サービス事業者の受講者数
が少ない傾向にある。
【高齢者支援課】
虐待と思われる事象について、発
見・通報が事業所や従事者によっ
て温度差があり、支援・介入の遅れ
が懸念される。

【福祉部管理課】
受講機会の確保を図る観点から、
オンライン研修の充実を検討する。
【高齢者支援課】
事業者連絡協議会やケアマネ
ジャー連絡会等に従事者向けの虐
待研修への参加や研修の実施を働
きかける。

福祉部管理課
高齢者支援課

ゲートキーパー
養成講座の開催

年７回、350人 年７回、350人 年間７回、532人 A+

これまで多くのゲートキーパーを養
成してきたが、昨今の若年者の自
殺者数の増加を受け、若年者の生
活・行動・環境に係る方々を含め、
今後も幅広い年代の方をゲート
キーパーとして養成する必要があ
る。

一般区民、教員、民生児童委員、
高校生など多様な年代・対象に向
けた啓発活動を行う。特に若年者
の自殺者数が増えていることを踏
まえ、高校生向けの講座を増や
す。

保健予防課

保健所での専門
医による依存症
相談の実施

４か所 ６か所
４か所
実施回数19回
相談者43人

A
薬物依存症以外のアルコール依存
症やゲーム依存症の相談が多い
傾向。

薬物依存症の相談ができることを
区報やホームページ、依存症講演
会などで周知する。
令和8年度は5か所で実施する。

保健相談所

事業番号15
生活サポートセ
ンターの増設

１か所 ２か所 調整 A

石神井再開発ビル内の増設に向
け、生活サポートセンターの運営に
必要なシステム等について関係者
と協議・調整を進めている。引き続
き増設に向けた運営体制等の整理
が必要である。

生活サポートセンターの増設に向
け、区内２か所となる支援拠点の役
割分担や運用方法を整理し、相談
支援体制の強化を図る。

生活福祉課

⑸虐待の未然防止のた
めの体制整備

事業番号13

事業番号14
⑹自殺・薬物依存対策の
推進

⑺生活困窮者への支援
体制の強化
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

就労サポーター
の設置

12人 14人 就労サポーター12人→14人 A+

・令和７年度は就労サポーターを増
員するとともに、「あすは大泉」を新
設する等、就労支援体制を強化し
た。
・一人でも多くの受給者を就労支援
に繋げるため、受給者と就労サ
ポーターを繋ぐ役割を担うＣＷへの
働きかけが課題である。
（就労サポーターの増員は令和10
年度までの達成を目標としていた
が、令和７年度に達成したためA＋
とする）

・令和７年度はＣＷを対象とした「あ
すは大泉」の見学会を実施し、施設
理解を深めることで受給者への就
労支援の働きかけを促進した。
・今後も継続的に実施し、ＣＷの意
識向上と就労支援の活用促進を図
る。

生活福祉課

ねりま若者サ
ポートステーショ
ンにおける相談・
支援プログラム
の実施

利用者数延べ
3,600人

充実

・支援プログラムを受け就職し
た方によるセミナー　１回
・職場体験
　R6：25回、R7：53回
・社会体験
　R6：174回、R7：169回

A

ひきこもり状態等であった方は、対
人コミュニケーションに不安を抱え
ており、就労支援に移行できる利用
者は少ないため、継続的な支援が
必要である。またマッチング支援や
職場体験を行う上では、利用者の
特性や状況について、企業側の理
解も必要となる。

支援プログラムの内容を適宜見直
しながら、利用者が就労支援に踏
み出せるきっかけを引き続き提供し
ていく。また、事業やプログラムの
趣旨について、企業側から理解を
得られるよう引き続きアプローチを
行い、支援への協力を依頼してい
く。

青少年課

特別支援学校お
よびレインボー
ワークからの就
労支援の実施

91人 拡大 75人 B

・特別支援学校卒業生について
は、当該学年の特徴として生活介
護利用の方の割合が多く、反面就
労希望の方が少なかった。レイン
ボーワークにおいては、実績は増
加したが、対象者の重度化に伴
い、就労決定までに時間を要する
ケースが増加している。

・引き続き、レインボーワーク、特別
支援学校、ハローワーク等の関係
機関が連携し、就職、職場定着が
円滑に進むように取り組む。

障害者施策推進課

農福連携の推進
新規３件
（計40件）

拡大
新規３件
（計36件）

A

・農福連携の実績は、農産物の加
工・販売が中心となっている。農産
物の加工に関連する取組は、施設
利用者の状況や小規模多品目生
産を特徴とする区内農業の実情に
適していると考えられる。この取組
を継続し進めていく必要がある。

・共同受注の仕組みを活用し、引き
続き施設と農業者との連携を促し
ていく。

障害者施策推進課

事業番号16 ⑻就労支援の充実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

住まい確保支援
事業の実施（練
馬区居住支援協
議会、セーフティ
ネット住宅登録
制度の周知、家
主への補助金支
給含む）

実施 実施

【居住支援協議会の開催 2回】
住まい確保支援事業として、空
き室物件の情報提供に加え、
「伴走型支援」を実施。
・物件情報提供申込件数　238
件
・物件情報提供件数 　98戸
・伴走型支援件数　63件
・家主支援補助金支給件数 ４
件

A

・空き室物件の情報提供事業だけ
では住まいの確保が難しい方に対
する支援。
・高齢者や障害者等の住宅確保要
配慮者の入居に対する家主の理解
を得ること。

・居住支援協議会
・住まい確保支援事業として、物件
情報提供および伴走型支援
・家主支援補助金

住宅課

住まいサポー
ター制度の実施

検討 実施
実施
住まいサポーターにつないだ数
28人（内プラン作成22人）

A

生活サポートセンターと住まいサ
ポーターとが連携し、増加する住ま
いに関する相談にきめ細かく対応
する必要がある。

生活サポートセンターと住まいサ
ポーターの連携体制を強化し、役
割分担の整理を図ることで、増加す
る住まいに関する相談に適切に対
応していく。

生活福祉課

障害者グループ
ホーム自立支援
促進事業の実施

実施 実施 実施事業所　１事業所 A
触法障害者を受け入れるグループ
ホームが少ない

区内事業所に補助スキームを周知
する。

障害者サービス調整担
当課

　取組項目２　質の高い福祉サービスを安定的に提供する

保育人材の相
談・面接会の開
催

来場者数131人 充実
・３回開催
・延べ来場者数117人
・内定者数18人

A

労働人口の減少や保育ニーズの高
まりを受け保育人材の確保需要が
続いている。区内保育施設の人材
確保の支援が引き続き必要であ
る。

昨年度に引き続き、全保育施設向
けに、保育士等確保支援事業につ
いてアンケートを実施し、ニーズ等
を踏まえた取り組みを検討する。

保育課

保育所職員への
研修の実施

来場者数4,100人 充実
・50回実施
・延べ参加人数3,892人

A
保育を取り巻く状況や受講者ニー
ズを踏まえた研修メニュー、研修方
法の充実が引き続き、必要である。

受講者や保育施設向けに研修メ
ニュー等に係るアンケートを実施
し、ニーズ等を把握し取り組みを検
討する。

保育課

練馬福祉人材育
成・研修センター
事業の実施

検討 実施

人材確保事業（就職セミナー・
就職面接会、養成研修、区民
向け基礎研修）　33回
人材育成事業（練馬区ケアマネ
ジメント体制強化事業を含む研
修）　147回
人材定着事業（区内の介護・障
害福祉サービス事業所で働く職
員等を対象とした相談窓口の
設置）

A

人員体制等の理由により、研修セ
ンターでの研修を受講できない事
業所職員のために、研修受講環境
を充実させる必要がある。
また、介護分野に偏りつつある研
修の内容、実施回数等の見直し
（障害分野に係る研修の拡充）が必
要。

利用者や関係部署等のニーズをも
とに現在の研修内容および回数を
見直しのうえ、オンライン研修の充
実を検討する。

福祉部管理課

事業番号17
⑼住まい確保支援の充
実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

介護従事者養成
研修の実施

年150人
実施
(年間150人)

実施
（年間152人）
参加人数の減少を受け、Ｒ７か
ら研修日数を短縮するととも
に、カリキュラム内容を変更し
た。また、区報で訪問介護の魅
力を紹介するとともに、本研修
の受講生募集を通常より大きく
扱った。これらの取組により、Ｒ
７については目標を達成した。

A

今後も募集方法等を工夫し続けな
い限り、新たな受講者を獲得する
のは難しい。介護人材不足は、介
護サービス供給を制約する要因と
なることから、喫緊の対応が必要で
ある。

メインターゲット層である子育て世
代を中心に、申込者数を増やすた
め、オンライン研修の導入など、さ
らなる工夫を検討している。

高齢社会対策課

資格取得費用助
成の実施

年355件 実施

介護職員初任者研修受講料助
成　53人
介護職員実務者研修受講料助
成　134人
介護福祉士資格取得費用助成
81人
介護支援専門員法定研修費助
成　新規　９人
主任介護支援専門員法定研修
費助成　新規　10人

B

≪初任者研修・実務者研修・介護
福祉士≫
・有資格者の増加が現場における
福祉人材の定着につながることか
ら、申請者数のさらなる増加を目指
す。
・令和７年度から新たに事業所立替
払いを導入し、併せて初任者研修
受講料助成の補助率引上げを実施
したが、周知期間が短く、事業者お
よび従事者へ十分に行き届かな
かった。
≪介護支援専門員・主任介護支援
専門員≫
対象要件の拡大に伴い、助成人数
は増加した。事業者への周知期間
が短く十分に行き届かなかった。

≪初任者研修・実務者研修・介護
福祉士≫
・令和８年度から導入した電子申請
を含め区立施設への周知を継続す
るほか、事業者等のニーズを把握
の上、実務者研修受講料助成の上
限引き上げを検討する（受講料の９
割から10割）。
≪介護支援専門員・主任介護支援
専門員≫
引き続きチラシを作成、配布し、事
業者団体へ直接説明を行うなど、
事業の周知徹底を図る。

福祉部管理課
高齢者支援課

事業番号19
共生型サービス
の整備

１事業所 ２事業所
令和７年１０月に光が丘ライフ
プラザにて共生型サービスを開
始

A
サービス利用者拡大に向けた周知
が十分に行き届いていない。

利用者増加を図るため、継続的か
つ効果的な周知に取り組む。

障害者施策推進課
⑵共生型サービスの整
備

⑴福祉人材の確保・育
成・定着の推進

事業番号18
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

事業番号20 指導検査の実施 460件 実施

・公認会計士資格を有する会計
専門員が、指導監査等を通した
適正な会計処理のための支援
や、区所轄の社会福祉法人の
財務分析を基にした経営につ
いての助言を行った。
・業務継続計画の策定、虐待防
止のための措置等について、
実地検査や集団指導により事
業者へ指導を行った。
・指導検査結果について区ホー
ムページで公表した。
【社会福祉法人監査】一般監
査：11法人
【障害福祉サービス検査】運営
指導：84事業所
【保育サービス検査】実地検
査：14１施設
【介護サービス検査】運営指
導：167事業所、監査：１事業所

A

・経営状況に悪化の兆候が見られ
る社会福祉法人については、継続
して経営状況を注視し、必要に応じ
て助言していく必要がある。
・集団指導について、未受講事業
所・施設への対応を強化する必要
がある。

・経営状況に悪化の兆候が見られ
る社会福祉法人について、継続し
て経営状況を注視し、必要に応じて
会計専門員による適切な助言を行
う。
・集団指導について、未受講事所・
施設に対して、受講の督促を文書
やメールで行う等、対策を強化す
る。

指導検査担当課

事業番号21

区報、活動報告
書、パンフレッ
ト、ホームページ
による周知

実施 実施

・区報に年２回掲載
・地域包括支援センター、区民
情報ひろば等で、リーフレットや
活動報告書を配布
・区ホームページに掲載
・各種連絡会にて周知

A

・制度の利用可能性が高い方に情
報が届くようにするため、リーフレッ
トの配布先等周知方法の工夫が必
要

・区報に年２回掲載
・地域包括支援センター、区民情報
ひろば等で、リーフレットや活動報
告書を配布
・区ホームページに掲載
・各種連絡会にて周知

指導検査担当課

事業番号22
事業所への受審
支援の拡大

保育施設　71件
高齢者施設　１
件
介護事業所　１
件
障害福祉施設
14件

拡大

【高齢社会対策課】
・受審事業所
高齢者施設　1か所（はつらつ
センター光が丘）
介護事業所　3か所（土支田、
練馬、高野台デイサービスセン
ター）
【保育課・保育計画調整課】
保育施設　区立保育園20か所
私立保育所  43か所
認証保育所　３施設
企業主導型保育施設　２施設
【障害者サービス調整担当課】
障害福祉施設　16件

A
受審結果に基づく現状分析と改善
計画の明確化

【高齢社会対策課】
高齢者施設1か所（はつらつセン
ター関）、介護事業所1か所（錦デイ
サービスセンター）への受審支援。
【保育課・保育計画調整課】
受審結果に基づく現状分析と改善
計画の実施状況の確認。
【障害者サービス調整担当課】
補助金申請に提出される受審結果
と現状分析、改善計画の内容を確
認するとともに事業所訪問時にお
いても改善方法の確認と必要に応
じた助言を実施する。

保育課
保育計画調整課
高齢社会対策課
障害者サービス調整担
当課

⑶福祉サービス事業者
への指導検査体制の充
実

⑷保健福祉サービス苦
情調整委員制度の周知

⑸福祉サービス第三者
評価の受審支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

　取組項目３　災害時の要支援者対策を推進する

避難行動要支援
者名簿の随時更
新

実施
全件調査の検
討・実施

・全件調査未回答者に対し、勧
奨通知を送付。（１回）
・自動登録者に対し、調査票を
送付。（年２回）
・名簿登録希望者の登録（随
時）
・本人からの申出による更新
（随時）

A

・本人からの申出による更新につい
て、申出がなければ情報を更新で
きないため、最新情報への反映が
できていない可能性がある。

・自動登録者に対し、調査票を送
付。（年２回）
・名簿登録希望者の登録（随時）
・本人からの申出による更新（随
時）
・避難行動要支援者名簿事業の周
知

福祉部管理課

個別避難計画の
作成

延べ10,745件（12
月末時点）

延べ28,000人

・全件調査未回答者への勧奨
通知の発送と併せて、該当者
（2,986人）が利用している事業
所に対して協力を依頼し、ケア
マネジャー等と連携した勧奨を
実施。さらに、コールセンターか
らの架電勧奨を行った。
・個別避難計画作成数
延べ13,563件（３月末時点）

B

・個別避難計画作成数の増加
・本人からの申出による更新につい
て、申出がなければ情報を更新で
きないため、最新情報への反映が
できていない可能性がある。

・自動登録者に対し、調査票を送
付。（年２回）
・個別避難計画作成希望者の計画
作成（随時）
・本人からの申出による個別避難
計画内容更新（随時）
・個別避難計画事業の周知

福祉部管理課

名簿・計画を活
用した訓練の実
施

実施 実施

各種安否確認訓練
・避難拠点訓練（3か所）
・震災総合訓練（全98か所）
・１月期訓練（各総合福祉事務
所職員による安否確認）
・介護・障害福祉サービス事業
所訓練（132か所）
・地域包括支援センター訓練
（27か所）
・その他防災会による独自の安
否確認訓練

A

・支援者および要支援者の両者へ
の安否確認の重要性の周知
・災害時の迅速な人員確保による
安否確認

各種安否確認訓練
・避難拠点訓練（3か所）
・震災総合訓練（全98か所）
・１月期訓練（各総合福祉事務所職
員による安否確認）
・介護・障害福祉サービス事業所訓
練
・地域包括支援センター訓練（27か
所）
・その他防災会による独自の安否
確認訓練

福祉部管理課
区民防災課

福祉避難所の指
定

55か所 63か所

・福祉避難所の新規指定5か所
（計60か所）
・台風接近時における福祉避難
所の開設運営訓練を実施
・震災時における福祉避難所の
開設運営訓練、福祉避難所へ
の福祉用具搬入搬出訓練を実
施
・備蓄物資の充実

A

・福祉避難所の拡充
・福祉避難所の災害時における円
滑な開設・運営体制の確保
・備蓄物資の充実

・福祉避難所の新規指定５か所（障
害2か所、高齢3か所）
・福祉避難所の廃止２か所（高齢２
か所）
【８年度末予定福祉避難所数】
計63か所
・災害時対応マニュアルに基づく災
害時対応訓練の実施
・備蓄物資の充実

福祉部管理課
高齢社会対策課

福祉避難所への
直接避難の実施

試行実施 実施施設の拡大

・直接避難の試行実施・拡大検
討
・直接避難の実働訓練実施（1
か所）

A
・直接避難における協定の整備
・直接避難実施施設の拡大

・直接避難実施施設の拡大
・マニュアルの整備

福祉部管理課
高齢社会対策課

事業番号23
⑴避難行動要支援者対
策の推進

事業番号24 ⑵福祉避難所の拡充
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

事業番号25 訓練の実施 年２回 年２回

・立ち上げ訓練　２回　136名参
加
・災害ボランティアコーディネー
ター入門講座　２回　40名参加
・災害ボランティアコーディネー
ター卒業生交流会　２回　35名
参加
・災害シンポジウム　１回　86名
参加

A

・区内西エリアでの立ち上げ
・災害ボランティアセンターの周知
・災害ボランティアコーディネーター
入門講座卒業生の活躍の機会の
提供
・災害ボランティアセンター運営に
係る地域団体等との連携強化

・災害ボランティアセンターの周知
・練馬文化センター、石神井公園区
民交流センターでの訓練の実施
開催（２回）
・災害ボランティアコーディネーター
入門講座開催（２回）
・災害ボランティアセンター関係者
連絡会の開催（１回）

福祉部管理課
⑶災害ボランティアセン
ターの運営
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　更生保護活動の担い手を支援する

　事業番号26
再犯防止支援会
議の開催

検討 実施

保護司が関わる保護観察対
象者（個別ケース）について、
関係機関が集まり、立ち直り
に向けた現状と課題の把握、
必要な支援策の検討等を
行った。年２回実施。

A
再犯防止支援会議について庁内関
係部署および関係支援機関への周
知

・再犯防止支援会議の開催（年２
回）
・会議について庁内関係部署およ
び関係支援機関へ周知

福祉部管理課

　取組項目２　一人ひとりの状況に応じて支援する

事業番号16

事業番号17

事業番号９

事業番号10

事業番号11

事業番号14

⑴就労支援の充実（再
掲）

⑵住まい確保支援の充
実（再掲）

⑶包括的な相談支援の
推進（再掲）

⑷多機関協働による支
援の推進（再掲）

⑸アウトリーチ型の支援
の充実（再掲）

⑹自殺・薬物依存対策
の推進（再掲）

所管課

⑴更生保護ボランティア
の活動支援、連携の推
進

施策の柱３　再犯を防止し安全・安心な地域社会を実現する（練馬区再犯防止推進計画）

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

　取組項目３　再犯を防止する環境を整える

区報による更生
保護活動の周知

年１回 年１回

・5月1日号に保護司特集記事
を掲載
・「つながるカレッジねりま（福
祉コース）」にて、保護司につ
いての講義を実施。
・「地域活動マッチングイベン
ト」にブースを出展

A ・制度や活動内容の更なる周知

・5月1日号に保護司特集記事を掲
載
・「つながるカレッジねりま（福祉
コース）」にて、保護司についての
講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」に
ブースを出展

福祉部管理課

社会を明るくす
る運動フェスティ
バル、つどいの
開催

来場者数約700
人

実施

フェスティバルの開催
来場者数：約550人
つどいの開催
来場者数：367人

A
継続的な取り組み
参加者数増

引続き関係各所との連携を密にし
ていくとともに、広報活動に更に力
を入れ、参加者増を図る。

青少年課

協力雇用主およ
びソーシャル
ファームの周知

検討 実施

練馬産業連合会が発行して
いる「産連ニュース」に、「協力
雇用主」と「ソーシャルファ
ーム」の記事を掲載。区内事
業者へ周知を行った。

A 制度の継続した周知

練馬産業連合会が発行している
「産連ニュース」に、「協力雇用主」
と「ソーシャルファーム」の記事を掲
載。

福祉部管理課

地域防犯防火連
携組織への支援

41学区域設立 56学区域設立 １学区域設立 B

・連携組織を構成する、学校、ＰＴ
Ａ、町会などの団体は、防災分野
や教育分野など、他の既存組織の
構成団体となっている場合が多
い。
・防犯防火の目的で、新たな組織を
設立することは、地域にとって、負
担が大きく、個別勧奨を行ったが、
目標数に達しなかった。

・地域防犯防火連携組織は、必ず
しも新たな組織を設立しなくとも、既
存組織に、防犯防火の取組を取り
入れることで、設立することができ
る。
・別地域の地域防犯防火連携組織
の活動事例などを参考としながら、
地域の負担軽減につなげるような
支援を行い、引き続き地域への個
別勧奨を行う。

危機管理課

パトロール団体
登録制度の実施

登録団体数264
団体

拡充
登録団体数255団体
（新規団体数５団体）

B

地域の防犯効果の向上に向け、用
品支給等の支援を受けられる制度
をホームページ等で周知し、新規
団体登録につながった。
一方、既存団体における構成員の
高齢化に伴う担い手不足等によ
り、廃止した団体が複数生じた。

新たな担い手の確保に向け、若年
層や現役世代の参加促進のため
にホームページの更新や手続のオ
ンライン化等による負担軽減を図
り、団体の継続的な維持・拡充に努
める。

危機管理課

事業番号28
⑵地域と連携した防犯活
動の推進

事業番号27
⑴再犯防止に関する取
組への理解促進
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　成年後見制度の利用を支援する

ねりま成年後見
ネットワーク連絡
会の開催

実施 継続

・ねりま成年後見ネットワーク
連絡会の開催(年2回)
・市民後見人がネットワーク
連絡会に初めて参加し活動
報告を行った。

A
成年後見制度の改正による、地域
での権利擁護支援の拡大への対
応

制度改正に伴う課題の共有と対応
の検討

福祉部管理課

検討支援会議の
開催

実施 継続
・成年後見検討支援会議の開
催(東圏域6回・西圏域6回・合
計12回)

A
増加する複合的な課題を抱えた世
帯への対応

関係機関とともに複合的な課題を
整理し解決に向けて取り組む。

福祉部管理課

区民や事業者向
けの説明会や講
演会等の開催

実施 継続
・区民や事業者向けの説明会
や講演会等の開催(年29回)

A 幅広い年齢層に参加を促す。

・オンライン等、複数の申込方法を
導入し、参加しやすくする。
・制度説明に加え、生活場面を想
定した事例の活用や動画など表現
を工夫する。

福祉部管理課

市民後見人養成
研修公開講座の
開催

受講者数延べ12
人

受講者数延べ40
人

・受講者延べ人数34名（職
員）

A 受講機会確保の継続

・関係機関に対し、年間予定を早期
に周知する。
・オンライン等、複数の申込方法を
導入し、参加しやすくする。

福祉部管理課

申立経費の助成
の実施

助成件数32件 助成件数52件 助成件数38件 A
制度を必要とする方が速やかに制
度利用できるよう実施内容の充実
に取り組む。

本人の資産要件の引き上げ検討。 福祉部管理課

後見人等への報
酬費用の助成の
実施

助成件数107件 助成件数126件

助成件数90件
・令和6年4月より、成年後見
人、保佐人、補助人に加え
て、監督人も助成対象とした。

B
助成対象範囲拡大についての周
知。

報酬助成額の増額や、本人の資産
要件の引き上げ検討。

福祉部管理課

事業番号40
⑶成年後見制度の利用
に関する支援

　事業番号38
⑴地域で連携して支える
ネットワークの強化

事業番号39

施策の柱５ 権利擁護が必要な方への支援を充実する（練馬区成年後見制度利用促進基本計画）

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
所管課

⑵成年後見制度の周
知・啓発
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
所管課

　取組項目２　法人後見や市民後見人等の活用を推進する

事業番号41
法人後見実施団
体への支援の充
実

NPO法人との懇
談会の開催

法人後見実施団
体への支援の充
実

・法人後見延べ件数6件
・NPO法人との懇談会開催2
回

A
法人後見を実施する団体の認知度
を高める必要がある。

・講座や研修会への協力を行う。
・講演会や相談会を協働開催す
る。

福祉部管理課

市民後見人養成
研修の実施

実施 研修内容の充実
・市民後見人養成研修修了者
数5人(累計95人)

A
制度改正に応じた研修内容の変更
が必要。

制度改正に対応した情報提供や研
修内容の向上を図る。

福祉部管理課

市民後見人の受
任の促進

受任件数　累計
31件

受任件数　累計
43件

・市民後見人の受任件数37件
(累計)
・市民後見人リーフレットを関
係機関に配布や周知

A
市民後見人の活動の場が限定され
ている。

市民後見人の対象要件を特養以
外の施設入所者に広げる。

福祉部管理課

親族後見人への
相談支援の実施

44件 継続

・親族後見人への個別相談支
援の実施　40件
・親族後見人同士の懇談会・
勉強会の開催

A
親族後見人の高齢化により業務継
続が困難なケースが増えている。

対応策を情報提供し後任者への引
継ぎなどの支援を行う。

福祉部管理課

「ねりま後見人
ネットだより」の
発行

年２回 継続

・成年後見制度に関する新し
い情報を提供する「ねりま後
見人ネットだより」を発行(年2
回)

A 親族後見人への周知
わかりやすい紙面の工夫と配布先
の検討などを行う。

福祉部管理課

⑴法人後見実施団体へ
の支援

事業番号42
⑵市民後見人の養成と
支援

事業番号43 ⑶親族後見人等の支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート
事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
所管課

　取組項目３　権利擁護に関連する支援事業を充実する

地域福祉権利擁
護事業の実施

利用者数延べ
194人

利用者数延べ
200人

・利用者数延べ233人 A
オンライン決済の普及等により、対
応できないことが生じている。

社会福祉法の改正を踏まえて対応
していく。

福祉部管理課

財産保全・手続
き代行サービス
の実施

利用者数延べ33
人

利用者数延べ40
人

・利用者数延べ22人 A
オンラインの普及等により当事業
の需要が低下している。

今後の事業継続の検討を行う。 福祉部管理課

高齢者在宅生活
あんしん事業の
実施

利用者数2,500人
利用者数2,900
人

利用者数2,412人 B

・高齢者本人への注意喚起や離れ
て暮らす家族の不安の解消など、
熱中症対策の充実が求められてい
る。
・Ｒ６末から区が指定する見守りＩＣ
Ｔ機器1種類追加した。さらなる利
用者増が必要。

・Ｒ６より電話回線を使用した固定
型電話に熱中症の注意喚起をする
機能を備えた緊急通報システム機
器を導入した。電話回線がない利
用者にも注意喚起の機能を備えた
機器を導入していく。
・利用者が増加するよう介護事業
者等への案内チラシ送付など周知
方法やスマートフォン等を活用した
高齢者の見守りを支援する対象機
器の追加を検討する。

高齢者支援課

権利擁護に関す
る新たなサービ
スの実施

事業内容の検討 実施
・令和8年4月から終身サポー
ト事業と終活情報登録事業の
実施に向けて検討

A 資産要件に該当しない人への対応
個々の契約内容に応じた弁護士等
の専門職や葬儀会社等の調整を
行う。

福祉部管理課

事業番号44
⑴地域福祉権利擁護事
業等の実施

事業番号45
⑵将来の不安に備えた
支援の実施
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